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【住民投票を実施する場合の条例制定方法】
○非常設型・・・住民の賛否を問おうとする事案ごとに、実施に必要な住民投票条例を

その都度制定する。
○常設型・・・・投票資格、投票方法、成立要件など、住民投票の実施に必要な諸事項

をあらかじめ住民投票条例として定めておき、請求要件などを満たせ
ばいつでも実施できる

事例１：非常設型①

資料３

帯広市まちづくり基本条例

（住民投票）
第11条 市長は、市政の重要事項について、住民の意思を確認するため、必要に 応じて住民

投票を実施することができるものとし、その結果について尊重しなければならない。
２ 住民投票を行う場合はその事案ごとに、必要な事項を規定した条例を別に定めるものとする。
３ 市長及び市議会議員の選挙権を有する住民は、法令の定めるところにより、住民投票を規定
した条例の制定を市長に請求することができる。

事例２：非常設型② 三鷹市自治基本条例

（住民投票）
第３５条 市内に住所を有する年齢満１８歳以上の者で別に定めるものは、市
の権限に属する市政の重要事項について、その総数の５０分の１以上の者
の連署をもって、条例案を添え、その代表者から市長に対して住民投票の実
施を請求することができる。

２ 前項の条例案において、投票に付すべき事項、投票の手続、投票資格要件
その他住民投票の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

３ 市長は、第１項の請求を受理した日から２０日以内に市議会を招集し、意見
を付けてこれを市議会に付議し、その結果を同項の代表者に通知するととも
に、これを公表しなければならない。

４ （省 略）

【この住民投票のポイント】
・市民が５０分の１の連署（１８歳以上の市民）を持って、条例（案）を添えて、
住民投票の実施を請求できるようにしている。
・議会で条例案の議決が必要。（受理後、２０日以内に市議会を招集。）

事例３：常設型 豊中市まちづくり基本条例

（市民投票）
第３０条 市内に住所を有する満１８歳以上の者（外国人を含む。第３項におい
て同じ。）は，将来にわたって市に重大な影響を及ぼすと考えられる事項に関
し，その総数の６分の１以上の者の連署をもって，市長に対し市民投票の実
施を請求することができる。

２ 市長は，前項の規定による請求があったときは，市民投票を実施しなければ
ならない。

３ 市民投票の投票権を有する者は，市内に住所を有する満１８歳以上の者と
する。

４ 市長及び市議会は，市民投票の結果を尊重しなければならない。
５ 市民投票の実施に関する手続その他必要な事項は，別に条例で定める。

【この住民投票のポイント）
・別に「豊中市市民投票条例」が制定されており、請求要件を満たせば、住民
投票の実施が可能となる。
・ただし、請求署名が６分の１以上と安易に住民投票の実施請求が出来ないよ
うにしている。

※住民投票を実施する方法として、その事案毎に「○○に関する住民投票条例」という形で、議
会で条例を承認後、実施するケースが多い。

※「市政の特に重要な事項」の賛否を問う住民投票については、法の規定はなし。

３分の２以上の出席・そ
の４分の３以上の同意

議会に付議し特別多数議
決によって失職

役員の解職請求
（第８６条・第８７条）

長の解職請求
（第８１条・第８３条

議員の解職請求
（第８０条・第８３条）

過半数の同意
住民投票を行い、過半数
の同意があれば、議会は
解散、議員・長は失職

選挙権者数の
総数の３分の１
以上の連署

議会の解散請求
（第７６条・第７８条）

監査の実施
事務の監査請求
（第７５条）

過半数の議決
請求を受理した日から２０
日以内に議会に付議選挙権者の総

数の５０分の１
以上の連署

条例の制定・改廃
(第７４条）

成立要件手続効果請求要件種類

１．現在の直接請求、住民投票制度について（地方自治法）

２．住民投票に関する条文を盛り込むべきか。（他自治体の状況）

【この住民投票のポイント】
・市長が、重要事項の決定に際し、民意を反映するため、住民投票が実施できる旨を規定。
・住民投票を実施する場合は、事案毎に条例を制定する必要があり、実施までに期間を要
する。
・市民から住民投票を請求する場合は、条例の制定・改廃請求が必要。

３．住民投票を実施する場合の条例制定方法及び具体例

○市民基本条例等策定自治体数（平成２２年３月末） １８１自治体
○そのうち住民投票の項目を盛り込んでいる自治体 １３４自治体（７４％）

非常設型 １０３自治体（５７％）
常設型 ３１自治体（１７％）



条例 住 条例 審議

住民投票の事例・考え方

市 民 選挙管理委員会 市 市 議 会 住民投票の実施

条例の制定・改廃
（地方自治法第74条）

選挙権者の総数の50分の1以上の連
署

連署の確認（選挙人名簿の登載）
　20日以内に証明書を発行しなけれ
ばならない。

受理後、20日以内に議会に付議しな
ければならない

条例（住民投票条例の場合）の審議。
　可決（過半数の議決）
　　　　→住民投票の実施

住民投票の実施期限の決まりはない。

住民投票
（非常設型・・対馬市）

市民は、市政に関しに関する重要事
項ついて、市民の意思を確認するた
め、住民投票の実施を請求することが
出来る。（地方自治法により）
→市長に住民投票の実施請求

市長は、市政に関しに関する重要事
項ついて、市民の意思を確認するた
め、住民投票を実施することが出来
る。
→議会に住民投票条例議案を提出。

・議員は市政に関しに関する重要事項
ついて、市民の意思を確認するため、
住民投票の実施を請求または発議を
することが出来る。
・住民投票条例の審議。
　可決（過半数の議決）
　　　　→住民投票の実施

住民投票の実施。

住民投票の事例・考え方

市 民 選挙管理委員会 市 市 議 会 住民投票の実施

宣言型

混合型

住民投票
（非常設型・・熊本市）

・選挙権を有する者の総数の50分の1
以上の連署
・議員の定数の12分の1以上の賛成に
よる提案、過半数の議決。

・市長は、市政に関し、特に重要な事
業について、市民の意思を確認する
ため、住民投票を実施することが出来
る。
・市民からの請求により、条例案をそ
の都度提出。

・市議会議員は、議会の同意を得て、
住民投票条例を提出できる。
・住民投票条例の審議。
　可決（過半数の議決）
　　　　→住民投票の実施

住民投票の実施。

住民投票
（常設型・・大和市）

・満16歳以上の者の総数の3分の1以
上の連署
・議員の定数の12分の1以上の賛成に
よる提案、過半数の議決。

市長から通知があった日から90日以
内に住民投票を実施しなければなら
ない。

受理後、選挙管理委員会に住民投票
の執行を委任。
（請求があった場合、必ず、住民投票
を実施しなければならない。）

住民投票の方法は、原則、2者択一方
式。（市長が認めたときは、3以上の選
択肢から1つを選択する方式によること
が出来る。）

住民投票の事例・考え方

市 民 選挙管理委員会 市 市 議 会 住民投票の実施

宣言型

混合型

実施型

住民投票の事例・考え方

市 民 選挙管理委員会 市 市 議 会 住民投票の実施

宣言型

混合型

実施型


